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国名 分野 案件名

加盟に伴う約束
透明性
統⼀的⾏政
司法審査
輸出税を賦課する措置
原材料に対する輸出制限措置
輸出管理法

中国 貿易権 貿易に関する許可制度
中国 関税 関税構造

加盟に伴う約束
⽇本製塩化ビニリデン（PVDCポリマー）
に対するAD措置
⽇本製アクリロニトリルブタジエンゴム
（NBR）に対するAD措置
⽇本製オルトジクロロベンゼンに対するAD
措置
⽇本製ステンレス鋼に対するAD措置
⽇本製⽴形マシニングセンタに対するAD
措置
加盟に伴う約束
補助⾦通報・問題点
アルミ補助⾦
輸出増値税還付率変動
造船補助⾦
加盟に伴う約束
新エネルギー⾃動⾞関連の投資規制
⾃動⾞産業投資管理規定
外商投資参⼊ネガティブリスト
中国情報セキュリティ規制
中国サイバーセキュリティ法
化粧品規制
加盟に伴う約束
流通
建設，建築・エンジニアリング
電気通信
⾦融
中国サイバーセキュリティ法
加盟に伴う約束
実施状況・問題点

基準・認証制度

2021年版不公正貿易報告書掲載予定案件リスト（案）

中国 サービス貿易

中国 貿易関連投資措置

中国

1

中国 透明性、統⼀的⾏政
司法審査

中国 アンチ・ダンピング措置

中国 補助⾦

中国 輸出制限措置
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模倣品・海賊版等の不正商品に関する
問題
冒認出願問題
特許・ノウハウ等のライセンス等への規制
加盟に伴う約束
実施状況
港湾維持税
１９２０年商船法（ジョーンズ法）
輸出管理制度
丸太の輸出規制
関税構造
時計の関税算定⽅法
バード修正条項（ＤＳ２１７／ＤＳ２
３４）
ゼロイング⽅式による不当なダンピング認
⽇本製熱延鋼板に対するAD措置（Ｄ
Ｓ１８４）
不当に⻑期にわたるAD措置の継続（サ
ンセット・レビューの運⽤）
⽇本製厚板に対するAD調査

⽶国 補助⾦・相殺措置 2018年農業法
⽶国 セーフガード 太陽電池・⼤型洗濯機セーフガード
⽶国 原産地規則 時計の原産地表⽰規則

⾃動⾞ラベリング法
ＣＡＦＥ（企業平均燃費）規制
外国投資・国家安全保障法（旧エクソ
ン・フロリオ条項）
⾦融分野の外資企業の参⼊規制
電気通信分野の外資企業の参⼊規制
海運分野の外資企業の参⼊規制
商標制度（オムニバス法第２１１条）
著作権制度

⽶国 政府調達 バイ・アメリカン関連ルール
⽶国 (1) 1974年通商法301条及び関連条
⽶国 (2) 1962年通商拡⼤法第232条

⽶国
(3) スペシャル301条（1988年包括競
争⼒法第1303条によって改正された
1974年通商法182条）

⽶国 (4) 再輸出管理制度
⽶国 その他 酒類容器の容量規制
タイ 関税 関税構造
タイ 基準・認証制度 鉄鋼製品の強制規格
タイ サービス貿易 外資規制等

サービス貿易

⽶国 知的財産

基準・認証制度

数量制限

⽶国 関税

アンチ・ダンピング措置

⽶国

３－１

中国 政府調達

２

⽶国 内国⺠待遇

⽶国

⽶国

⽶国

中国 知的財産

⼀⽅的措置・域外適⽤
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タイ 知的財産 模倣品・海賊版等の不正商品に関する
問題

ベトナム セーフガード 鉄鋼半製品、棒鋼等に対するセーフガー
ド措置及び反迂回調査
（１）サイバーセキュリティ法
（２）輸⼊⾃動⾞認証制度

ベトナム サービス貿易 サイバーセキュリティ法
ベトナム 知的財産 模倣品・海賊版等の不正商品に関する

問題
⼩売業に関するローカルコンテント要求
輸⼊時所得税前払い制度及び税率引
き上げ措置
輸⼊制限措置（⽶、塩、中古資本財）
輸⼊制限措置（鉄鋼製品に輸⼊者登
録の義務づけ）
丸太・製材等の輸出規制等
鉱物資源輸出規制及びローカルコンテン
ト問題

インドネシア 関税 関税構造
インドネシア アンチ・ダンピング措置 ⽇本製冷延鋼板に対するＡＤ措置
インドネシア セーフガード カーペット及び敷物類に対するセーフガー

ド措置の調査
インドネシア 貿易関連投資措置 ＬＴＥ機器等に対するローカルコンテント

要求
鉄鋼製品の強制規格
玩具規制
外資規制等
貨物留保
⽔際での侵害差⽌め措置
⽇インドネシアＥＰＡの履⾏問題
インドネシア改正特許法
医薬品等の特許保護（既知の化合物
の新規形態・⽤途）
模倣品・海賊版等の不正商品に関する
問題
⾃動⾞に関する内国税の適⽤に関する
問題及びＡＰ制度に基づく輸⼊制限問
国産⾃動⾞部品の物品税免除制度
丸太の輸出規制等
鋼板の輸⼊免税枠制度

マレーシア 関税 関税構造
マレーシア 基準・認証制度 鉄鋼製品の強制規格
マレーシア サービス貿易 外資規制等

マレーシア 数量制限

インドネシア 知的財産

3-4

マレーシア 内国⺠待遇

インドネシア サービス貿易

3-3

インドネシア 内国⺠待遇

インドネシア 数量制限

インドネシア 基準・認証制度

３－２ ベトナム 基準・認証制度
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フィリピン 数量制限 未加⼯鉱⽯に対する輸出制限
フィリピン 関税 関税構造
フィリピン サービス貿易 外資規制等

３－６ ミャンマー サービス貿易 外資規制等
ＥＵ 関税 関税構造
ＥＵ セーフガード 鉄鋼製品に対するセーフガード措置

エネルギー関連製品に対する環境配慮
設計要求に関するEU指令(ErP指令)
化学品規制（REACH・CLP・WFD）
医療機器規制（MDR）・対外診断⽤
医療機器規制（IVDR）

ＥＵ サービス貿易 オーディオ・ビジュアル（ＡＶ）分野の規

ＥＵ 政府調達
公共調達新規則案（Proposal on
International Procecurement
Instrument）

ＥＵ 地域統合 譲許税率の引き上げ
EU 知的財産 スペアパーツへの意匠権の権利⾏使問題
韓国 関税 関税構造

⽇本製空気圧伝送⽤バルブに対するAD
措置（DS504）
⽇本製ステンレス棒鋼に対するサンセット
レビュー（DS553)

韓国 基準・認証制度 ⽇本産⽔産物等の輸⼊規制
韓国 補助⾦ 造船補助⾦
台湾 関税 関税構造
台湾 サービス貿易 電気通信分野の規制

7 豪州 関税 関税構造
ロシア 内国⺠待遇 廃⾞税の導⼊
ロシア 関税 関税構造
ロシア 輸出税を巡る措置 丸太輸出税
カナダ 数量制限 丸太の輸出規制
カナダ 関税 関税構造
カナダ セーフガード 鉄鋼製品に対するセーフガード措置
インド 内国⺠待遇 電気通信に関するローカルコンテント要求

⾼関税品⽬
輸⼊品への特別追加関税の導⼊
ICT製品に対する関税引き上げ
⽇本製熱延鋼板及び厚板に対するAD
措置、⽇本製冷延鋼板に対するAD措
⽇本製レゾルシンに対するAD措置

インド 補助⾦ ⾷料安全保障法
熱延鋼板に対するセーフガード措置
太陽電池に対するセーフガード措置

9

インド

インド アンチ・ダンピング措置

6

8

関税

基準・認証制度

5 韓国 アンチ・ダンピング措置

３－５

4

ＥＵ
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シングルモード光ファイバーに対するセーフ
ガード措置
懸濁重合型PVC樹脂に対する⽇印
CEPAに基づく⼆国間セーフガード措置の

インド 原産地規則 原産地規則⼿続の厳格化
鉄鋼製品の強制規格
電気通信事業者の免許条件に係る規制
強化
電⼦・情報通信機器における強制規格
の導⼊
外資規制等
個⼈情報保護法案
模倣品・海賊版等の不正商品に関する
問題
医薬品等の特許保護

内国⺠待遇 ブラジルの⾃動⾞等に対する内外差別的
な税制恩典措置

知的財産 特許・ノウハウ等のライセンス等への規制
12-1 アルゼンチン 輸⼊規制 ⾮⾃動輸⼊ライセンス制度の導⼊・拡⼤
12-2 関税 ゴム製タイヤに対する関税評価措置及び

輸⼊追加関税措置
12-3 セーフガード 鉄鋼製品に対するセーフガード措置
12-4 南アフリカ セーフガード 熱延鋼板類に対するセーフガード措置の

延⻑調査
12-5 EAEU セーフガード 鉄鋼製品に対するセーフガード措置
12-6 GCC セーフガード 鉄鋼製品に対するセーフガード措置
12-7 全地域 関税 フラット・パネル・ディスプレイへの課税に関

するGATT2条違反

以上

11 ブラジル

トルコ
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インド サービス貿易

インド 知的財産

インド 基準・認証制度

セーフガードインド
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